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必要なサービスを選択したら、保健福祉課（保健

センター）へ申請します。申請する人は、本人、

本人が18歳未満の場合は保護者です。また、代わ

りの人が「代理人」として申請することもできま

す。申請に必要なものは、●申請書（保健福祉課

にあります）●利用者負担額を決めるために必要

な書類（本人及び扶養義務者の収入や課税状況が

把握できる資料）●医師の診断書（必要な場合）

です。

申請をしましょう
～支給申請～

２

保健師が、本人の障害の種類や程度、介護する人

の状況などについて聞き取りを行い、内容を検討

します。その結果、支援費の支給が必要と認めら

れたときは、支援費の種類ごとに内容が決まり、

「受給者証」が交付されます。

支援費の支給が決まります
～支給決定～

３

サービスを利用するために、選択した事業者や施設

に申し込み、内容を確認してから契約を結びます。

利用を申し込みます
～事業者・施設との契約～

４
サービスは決められた期間や量の範囲内で利用

できますが、利用者はサービス利用に要する費

用のうち、負担能力に応じて定められた利用者

負担分を事業者に支払います。

町は、サービス利用に必要な費用のうち利用者

負担分を除いた額を支援費として事業者に支払

います。

サービスを利用します５

支援費制度利用の流れ

平成15年4月から

支援費制度がはじまります

支援費の支給を希望する人は、どのようなサービ

スを利用したら良いかなどを相談できます。相談

の窓口は、保健福祉課（保健センター）となって

います。

まずはご相談ください
～制度の利用に関する情報の提供と相談～

１

障害者に対する福祉サービスは、今までは市町村

が決定していた「措置制度」でしたが、平成15年

４月からは利用者の自己決定を尊重した「支援費

制度」となります。これにより、利用者自らがサ

ービスを選択し、契約によりサービスを利用する

ことができます。支援費制度の対象となるサービ

スは次のページのとおりです。

利用者が
サービスを
選択できます

事業者と
対等な関係で
サービスが
利用できます

よりよい
サービスが
利用できます

障害者福祉サービスの
利用のしかたが変わります!!
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瀬棚町国保医科診療所
外 来 患 者 診 療 状 況

2002年8月分（単位：人）

※上記人数には訪問・往診の数も含まれております。

【担当：国保医科診療所事務係長　上野宏行】

294184284141延人数

計老人一般社保国保入院患者

2,02683829650509合計　

4322021N31

973623722金30

3213910木29

1065213023水28

63381411火27

883512428月26

312H25

1074013729N24

693022017金23

69252816木22

1145922429水21

6342156火20

993313827月19

H18

3531913N17

591911722金16

44812213木15

662732016水14

66332310火13

1004512727月12

11H11

1145033625N10

752741826金9

62301913木8

722912616水7

785121510火6

853512920月5

3111H4

348188N3

1004113622金2

79262627木1

計老人一般社保国保曜日日

+

支援費制度の対象となるサービス

■居宅生活支援（在宅で利用するサービス）

■施設訓練等支援（施設に入所して利用するサービス）

●知的障害者更生施設

●知的障害者授産施設

●知的障害者通勤寮

●心身障害者福祉協会が設

置する福祉施設

●身体障害者更生施設

●身体障害者療護施設

●身体障害者授産施設

知的障害者身体障害者

●児童居宅介護

●児童デイサービス

●児童短期入所

●知的障害者居宅介護

●知的障害者デイサービス

●知的障害者短期入所

●知的障害者地域生活援助

（グループホーム）

●身体障害者居宅介護

●身体障害者デイサービス

●身体障害者短期入所

障害児知的障害者身体障害者

お問い合せ先

瀬棚町保健センター

fl7-3990
担当：保健福祉課　西　弘美

コミュニティビジネスってな～に？

コミュニティ・ビジネスは、地域コミュニティで今まで眠っていた労働力、原材料、

ノウハウ、技術などの資源を活かして、地域住民が主体となって、自発的に地域の

問題に取り組み、やがてビジネスとして成立させていくコミュニティの活性化と元

気づくりを目的とした事業活動です。檜山支庁では、各町と協力し、地域に根ざし

たコミュニティビジネスを推進することし、檜山の地域資源を調べています（アン

ケート調査）。皆さんのご協力をお願いします。上記の事例に限らず、いろいろなこ

とがあります。興味のある方は、お気軽にご相談ください。

【問い合わせ先】檜山支庁地域政策課（担当：一ノ瀬恵子）�01395-2-1010

 

※現在、支援費制度の対象となる施

設（図参照）を利用している人は、

平成15年４月からの１年間は支給決

定を受けたものとみなされ、支援費

が支給されますが、15年３月31日ま

でに支給の手続きが必要となります。
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